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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第25期
第２四半期
連結累計期間

会計期間
自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日

売上高 (千円) 350,553

経常損失 (千円) 72,638

四半期純損失 (千円) 75,169

四半期包括利益 (千円) △75,169

純資産額 (千円) 220,056

総資産額 (千円) 591,924

１株当たり四半期純損失金額 (円) 958.92

潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額

(円) ―

自己資本比率 (％) 36.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 101,826

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △72,944

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △5,003

現金及び現金同等物の
四半期末残高

(千円) 73,971

　

回次
第25期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自  平成24年７月１日
至  平成24年９月30日

１株当たり四半期純損失金額 (円) 110.30

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．当社は第１四半期連結累計期間より四半期連結財務諸表を作成しているため、前第２四半期連結累計期間及

び前連結会計年度の経営指標等については、記載しておりません。

３．売上高には、消費税等は含まれておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失であるため、記載しておりませ

ん。
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２ 【事業の内容】

第１四半期連結累計期間において、東京アプリケーションシステム株式会社の株式(発行済株式数の

100％)を取得し、連結子会社としております。この結果、当社グループは、平成24年９月30日現在では、当社

及び連結子会社１社と非連結子会社１社により構成されることになりました。

　これに伴い、第１四半期連結累計期間より、当社が営む事業を「業務・システム最適化ソリューション事

業」、東京アプリケーションシステム株式会社が営む事業を「システム構築事業」として、報告セグメント

を区分しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

第２四半期連結累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」からの

重要な変更があった事項は以下のとおりであります。なお、重要な事象等は存在しておりません。

　また、文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したも

のであります。

　
（システムダウン等）

当社グループが提供するシステム構築等において、当社グループに責務のある原因で不具合(誤作動・バ

グ・納期遅延等)が生じた場合、損害賠償責任の発生や顧客からの信頼を喪失することにより、業績に影響

を与える可能性があります。また、コンピュータシステムのバックアップにより災害対策を講じております

が、地震や水害等の大規模広域災害、火災等の地域災害、コンピュータ・ウィルス、電力供給の停止、通信障

害、通信事業者に起因するサービスの中断や停止など、現段階では予測不可能な事由によりシステムダウン

が生じた場合には、業績に影響を与える可能性があります。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日において当社グループが判断したものであります。

　なお、第１四半期連結累計期間より四半期連結財務諸表を作成しているため、前年同四半期との比較分

析は行っておりません。

（1）業績の状況

当第２四半期累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災からの復興関連需要などを背景に緩やか

な回復基調にあったものの、欧州債務危機を巡る世界経済の停滞、中国におけるビジネスリスクの表面

化、また長期化する円高およびデフレ等の影響も依然として残り、先行き不透明な状況が続きました。

　このような環境のもと、当社グループが所属するＩＴ情報サービス産業においても、公共部門・民間部

門の情報化投資抑制傾向が継続しており、経営環境は依然として厳しいものとなりました。

　当社グループは、このような状況のもとで、成長力の高い企業集団を目指し、前向きな投資として優秀な

人材の確保を進めてきました。また、クラウド型のＩＴサービスを始めとするサービスメニューの拡充を

図り、受注・販売活動を積極的に取り組んでまいりました。その結果、地方自治体のＩＴコンサルティン

グ業務において、１案件億円単位の大型案件も数件獲得できるようになりました。

　また、システム構築事業におきましても新規システム開発案件の受注および付随するハードウェアの販

売も順調に推移いたしました。

　一方で、徹底したコスト管理も推進してまいりました。

なお、「業務・システム最適化ソリューション事業」の特性として、売上の主柱である官庁、地方自治

体をはじめとした公共部門に関して、売上が事業年度末の３月に集中する傾向があります。その結果、当

第２四半期連結累計期間の売上高は350,553千円、営業損失は72,804千円、経常損失は72,638千円となり、

四半期純損失は75,169千円となりました。
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　セグメント業績は、次のとおりであります。

　　①　業務・システム最適化ソリューション事業　

当第２四半期連結累計期間の売上高は142,965千円、セグメント損失は67,223千円となりました。

なお、受注活動に関しましては、計画どおり順調に推移しました。

　②　システム構築事業

新規システム開発案件の受注及び付随するハードウェアの販売及び保守が堅調に推移したことに

より、当第２四半期連結累計期間の売上高は207,588千円、セグメント利益は11,051千円となりまし

た。

　

 (2) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物(以下、「資金」という。)は、73,971千円とな

りました。

　当第２四半期累計期間に係る区分ごとのキャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結累計期間における営業活動による資金の増加は、101,826千円となりました。これは

主に、税金等調整前四半期純損失が72,544千円となり、たな卸資産が50,716千円増加したものの、売上債

権が199,944千円減少したことによるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結累計期間における投資活動による資金の減少は、72,944千円となりました。これは主

に、連結範囲の変更を伴う関係会社株式の取得による支出61,739千円によるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結累計期間における財務活動による資金の減少は、5,003千円となりました。これは主

に、長期借入金の返済による支出5,360千円によるものであります。

　
（3）従業員数

連結会社の状況

平成24年５月30日に東京アプリケーションシステム株式会社を連結の範囲に含めたことに伴い、当第

２四半期連結累計期間において、システム構築事業において59名増加しております。

　
（4）生産、受注及び販売の実績

平成24年５月30日に東京アプリケーションシステム株式会社を連結の範囲に含めたことに伴い、当第

２四半期連結累計期間において、連結子会社としたことにより、システム構築事業の販売の実績(207,588

千円)が増加しております。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 130,000

計 130,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成24年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成24年11月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 78,483 78,638
東京証券取引所
（マザーズ）

単元株制度を
採用しておりません。

計 78,483 78,638 ― ―

(注)  提出日現在発行数には、平成24年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行され

た株式数は、含まれておりません。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　　該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　　該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

　　　　該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成24年７月１日～
平成24年９月30日
(注)

100 78,483 263 880,328 263 150,258

(注)  新株予約権の行使による増加であります。
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(6) 【大株主の状況】

　 　 平成24年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

梶　弘 幸 東京都中央区 32,533 41.45

和 田　洋 東京都渋谷区 7,140 9.09

株式会社ＵＮＳ 東京都中央区八重洲2-5-6 5,780 7.36

宇田川　一 則 東京都文京区 5,108 6.50

恩 田　饒 東京都港区 5,067 6.45

青 木　保 一 東京都板橋区 2,444 3.11

髙 橋　直 之 東京都豊島区 674 0.85

鈴 木  幹 雄 東京都東久留米市 479 0.61

宇田川　由紀子 東京都文京区 456 0.58

川 田　一 哉 埼玉県さいたま市北区 410 0.52

計 ― 60,091 76.56

　

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 　 　 平成24年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 78,483 78,483 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 78,483 ― ―

総株主の議決権 ― 78,483 ―

　

② 【自己株式等】

　 　 平成24年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―
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２ 【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。　

　なお、当社は、第１四半期連結累計期間より四半期連結財務諸表を作成しているため、比較情報は記載して

おりません。

　　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成24年７月１日

から平成24年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24年９月30日まで)

に係る四半期連結財務諸表について、監査法人和宏事務所による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

当第２四半期連結会計期間
(平成24年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 73,971

売掛金 129,536

商品 352

仕掛品 57,458

その他 15,155

流動資産合計 276,474

固定資産

有形固定資産 11,718

無形固定資産

のれん 246,099

その他 5,281

無形固定資産合計 251,380

投資その他の資産

その他 52,960

貸倒引当金 △609

投資その他の資産合計 52,351

固定資産合計 315,449

資産合計 591,924

負債の部

流動負債

買掛金 13,631

短期借入金 2,000

1年内返済予定の長期借入金 16,080

未払金 66,921

未払法人税等 4,169

賞与引当金 39,205

受注損失引当金 2,150

その他 54,125

流動負債合計 198,283

固定負債

長期借入金 130,060

その他 43,524

固定負債合計 173,584

負債合計 371,867

純資産の部

株主資本

資本金 880,328

資本剰余金 150,258

利益剰余金 △812,669

株主資本合計 217,918

新株予約権 2,138

純資産合計 220,056

負債純資産合計 591,924
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年９月30日)

売上高 350,553

売上原価 220,804

売上総利益 129,749

販売費及び一般管理費 ※
 202,554

営業損失（△） △72,804

営業外収益

受取利息 43

助成金収入 168

その他 60

営業外収益合計 272

営業外費用

支払利息 106

営業外費用合計 106

経常損失（△） △72,638

特別利益

新株予約権戻入益 93

特別利益合計 93

税金等調整前四半期純損失（△） △72,544

法人税、住民税及び事業税 2,624

法人税等合計 2,624

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △75,169

四半期純損失（△） △75,169
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【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △75,169

四半期包括利益 △75,169

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △75,169

少数株主に係る四半期包括利益 －
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △72,544

減価償却費 1,263

のれん償却額 17,578

株式報酬費用 51

貸倒引当金の増減額（△は減少） 609

賞与引当金の増減額（△は減少） 7,844

受注損失引当金の増減額（△は減少） △4,957

新株予約権戻入益 △93

受取利息 △43

支払利息 106

売上債権の増減額（△は増加） 199,944

たな卸資産の増減額（△は増加） △50,716

仕入債務の増減額（△は減少） 1,887

未払又は未収消費税等の増減額 △7,433

その他 11,278

小計 104,774

利息の受取額 36

利息の支払額 △97

法人税等の還付額 29

法人税等の支払額 △2,917

営業活動によるキャッシュ・フロー 101,826

投資活動によるキャッシュ・フロー

無形固定資産の取得による支出 △1,630

連結の範囲の変更を伴う関係会社株式の取得に
よる支出

△61,739

短期貸付けによる支出 △8,000

短期貸付金の回収による収入 1,500

差入保証金の差入による支出 △3,075

投資活動によるキャッシュ・フロー △72,944

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △5,360

新株予約権の行使による株式の発行による収入 356

財務活動によるキャッシュ・フロー △5,003

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 23,878

現金及び現金同等物の期首残高 50,093

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 73,971

EDINET提出書類

ＩＴｂｏｏｋ株式会社(E05405)

四半期報告書

13/22



【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

　
当第２四半期連結累計期間

(自  平成24年４月１日  至  平成24年９月30日)

　連結の範囲の重要な変更

第１四半期連結会計期間より、東京アプリケーションシステム株式会社の株式(発行済株式数の100％)を取得

したため、東京アプリケーションシステム株式会社を連結の範囲に含めております。
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【追加情報】

（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

当社は、平成25年３月期第１四半期より四半期連結財務諸表を作成しております。四半期連結財務諸表作

成のための基本となる重要な事項は以下のとおりであります。

１．連結の範囲に関する事項

　(1) 連結子会社の数及び名称

　 　連結子会社の数　  １社

　　 連結子会社の名称　東京アプリケーションシステム株式会社

  (2) 非連結子会社の名称

　　 ＮＥＸＴ株式会社

　  （連結の範囲から除いた理由）

非連結子会社は、小規模会社であり、総資産、売上高、四半期純損益及び利益剰余金等は、いずれも四

半期連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであります。

　

２．持分法の適用に関する事項

持分法を適用していない非連結子会社(ＮＥＸＴ株式会社)は、四半期純損益及び利益剰余金がいずれ

も四半期連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため、持分法の適用から除外しております。

　

３．連結子会社の四半期決算日に関する事項

連結子会社の四半期決算日と四半期連結決算日は一致しております。

　

４．会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

子会社株式

移動平均法による原価法によっております。

その他有価証券

時価のないもの

　　移動平均法による原価法によっております。

② たな卸資産

　　通常の販売目的で保有するたな卸資産

　　　評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

　　　　商品　　個別法

　　　　仕掛品　個別法

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産(リース資産を除く)

　　定率法によっております。なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。

　　　建物　　　　　　　　８～18年

　　　工具、器具及び備品　４～15年

② 無形固定資産(リース資産を除く)

自社利用ソフトウェアについては社内における利用可能期間(５年)に基づく 定額法によってお

ります。

(3) 重要な引当金の計上基準
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① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上することとしております。

② 賞与引当金

従業員に対する賞与の支給に備えて、支給見込額の当四半期連結累計期間負担額を計上しており

ます。

③ 受注損失引当金

受注契約に係る将来の損失に備えるため、当四半期連結会計期末における損失見込額を計上して

おります。

(4) のれんの償却方法及び償却期間

　５年間の定額法により償却を行っております。

(5) その他四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　　　消費税等の会計処理

　　　　税抜方式によっております。
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【注記事項】

 （四半期連結損益計算書関係）

  ※  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

　

　
当第２四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日)

給与手当 65,211千円

賞与引当金繰入額 14,413千円

貸倒引当金繰入額 609千円

　

　

 （四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、

次のとおりであります。

　

　
当第２四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日)

現金及び預金 73,971千円

現金及び現金同等物 73,971千円

　

　
　(株主資本等関係)

当第２四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年９月30日)

１．配当金支払額

　　  該当事項はありません。

　

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

 当社は、平成25年３月期第１四半期連結累計期間より、四半期連結財務諸表を作成しております。

　株主資本の金額は、当社の前事業年度末日と比較して著しい変動はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

 当第２四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

　

報告セグメント

合計
調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２

業務・システム
最適化ソリュー
ション事業

システム構築
事業

計

売上高 　 　 　 　 　 　

 外部顧客への売上高 142,965207,588350,553350,553 ― 350,553

 セグメント間の内部
 売上高又は振替高

─ ─ ─ ─ ― ―

計 142,965207,588350,553350,553 ― 350,553

セグメント利益又は
損失（△）

△67,223 11,051△56,171△56,171△16,632△72,804

(注) １．セグメント利益又は損失(△)の調整額△16,632千円には、セグメント間取引消去945千円、のれん償却額△

17,578千円が含まれております。

２．セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業損失(△)と調整を行っております。

　

２．報告セグメントの変更等に関する事項

第１四半期連結累計期間において、東京アプリケーションシステム株式会社の株式(発行済株式数の

100％)を取得し、連結子会社としております。この結果、当社グループは、平成24年９月30日現在では、当

社及び連結子会社１社と非連結子会社１社により構成されることになりました。

　これに伴い、第１四半期連結累計期間より、当社が営む事業を「業務・システム最適化ソリューション

事業」、東京アプリケーションシステム株式会社が営む事業を「システム構築事業」として、報告セグメ

ントを区分しております。

　
３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（のれんの金額の重要な変動）

　平成24年５月30日に東京アプリケーションシステム株式会社の株式を取得し、連結の範囲に含めたことに

伴い、第１四半期連結累計期間において、のれんが263,677千円増加しております。

　なお、当該のれんの償却額は報告セグメントに配分しておりません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
当第２四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日)

 １株当たり四半期純損失金額 958円92銭

    (算定上の基礎) 　

    四半期純損失金額(千円) 75,169

    普通株主に帰属しない金額(千円) ―

    普通株式に係る四半期純損失金額(千円) 75,169

    普通株式の期中平均株式数(株) 78,390

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
事業年度末から重要な変動があったものの概要

―

(注)  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であるため、記載しておりま

せん。

　
　
(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

重要な訴訟事件等

平成24年８月３日付けで、連結子会社東京アプリケーションシステム株式会社の業務委託契約を原因

として、未払金23,626千円及び遅延損害金の支払いを求めた訴訟を提起されました。

　当社の方針と致しましては、弁護士と相談の上で当社の正当性を主張し対処してまいります。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成24年11月13日

　

ＩＴｂｏｏｋ株式会社

取締役会  御中

　

監査法人和宏事務所

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士    髙    木    快    雄    印

　
代表社員
業務執行社員

　 公認会計士    大    嶋        豊　    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＩＴ
ｂｏｏｋ株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間
(平成24年７月１日から平成24年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24
年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半
期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＩＴｂｏｏｋ株式会社及び連結子会社の平成
24年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッ
シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ
た。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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